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２０１９年 度  事 業 報 告 書 
 

   
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人 なんみんフォーラム  
１ 事業の成果 

 難民の保護を巡っては、日本における２０１９年の難民認定申請者数は１０,３７５人で、うち難民として認
定された者の数は４４人、人道的配慮により在留を認められた者については３７人と、前年とほぼ同じ状況に
ある。難民認定申請の処理について、申請を取り下げた者を除くと、一次審査において４,９７９人で前年比約
４７％減、審査請求において６,０２２人とほぼ横ばいが続いている。難民認定申請者は、平均して２〜３年の
審査の結果を待たなければならない状況があるが、制度運用の大きな改善は統計からは見られない。難民認定
申請者は、２０１８年１月からの「難民認定制度の更なる運用の見直し」による在留・就労制限の影響を受
けて、さらに不安定な生活を余儀なくされている。大多数は在留制限を受けないものの、半年以上にわた
り、与えられる在留期間が３ヶ月以内であることから、健康保険を含む行政サービスのほとんどを受けられ
ない状況が続くことになる。一方で、困窮する難民認定申請のために外務省が所管する生活支援費（保護
費）については、２０１９年度は５７４人が申請し、３６２人が受給した。受給者数は前年から１８人増に
とどまる。保護費の審査期間は平均５６日、受給期間は約１１ヶ月と、困窮者がセーフティーネットから漏
れてしまうおそれがある。 
 第三国定住事業については、内閣官房難民対策連絡調整会議の下に第三国定住による難民の受入れ事業の
対象拡大等に係る検討会が設置され、同会は２０１９年５月に検討結果をとりまとめた。これを受けた６月
の閣議了解に基づき、２０２０年度から年間受入規模を３０人から６０人に拡大し、家族世帯だけではなく
単身者も受け入れ、対象国をマレーシアに限定せず広くアジア地域の国とすることが決まった。また、政府
主導による、国際協力機構（ＪＩＣＡ）の技術協力制度や文部科学省の国費外国人留学制度枠を活用したシリ
ア人留学生とその家族の受け入れや、市民社会のイニシアチブとして、ＦＲＪの加盟団体の１つである難民支
援協会の日本語学校や大学との連携によるトルコに滞在するシリア留学生の受け入れプログラムも、継続実施
されている。 
 国際的には、２０１８年１２月に国連総会で採択された国際文書「難民に関するグローバル・コンパク
ト」（Global Compact for Refugees、 以下ＧＣR）に基づき、２０１９年１２月に閣僚級会合「グローバ
ル難民フォーラム（Global Refugee Forum、以下、ＧＲＦ）が開催された。国連加盟国、国際機関、ＮＧ
Ｏを含む約 ３千人が出席し、世界８０カ国以上から首脳級や代表等が参加し、政府にとどまらず、様々な
アクターから単独や合同を含む７７０を超えるプレッジ（公約）が提出された。３日間の日程で、各国から
の発言が順番に行われ、日本からは鈴木馨祐外務副大臣が発表を行った。次回は２０２１年に高級事務レベ
ル会合が予定されている。 
 ２０２０年を迎えてからは、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、紛争や迫害により避難を余儀なくされ
ている人々置かれた状況は、世界レベルでさらに脆弱性を増している。第三国定住や留学生の受け入れを含
む補完的受け入れの実施への影響に加え、出入国の制限による影響や日本で暮らす人々の生活にも影響が生
じ、ＮＧＯは生活への不安も寄せられている。 
 
 ＦＲＪは、こうした国内外の状況を鑑みながら、ステークホルダー間の連携強化を進め、全国各地の難民へ
の支援活動をサポートし、また、支援現場の意見を集約して政府との対話や対外的な情報発信などに取り組ん
だ。主な活動は以下の通りである。 

 
 
     (1)「収容の代替措置」プロジェクトとアドボカシーの実施 

  ＦＲＪは、２０１２年より、法務省および日本弁護士連合会（以下、日弁連）と、空港港において何らか
の理由により通常の上陸許可が得られない庇護希望者を対象に、収容を回避する取り組みを行っている。対象
となったケースへは日弁連が弁護人を手配し、ＦＲＪが住居の提供及びケースワークを実施している。２０１
９年度は、プロジェクト対象者の継続支援に加え、新たに７名の庇護希望者が対象となった。プロジェクト
の実施状況については法務省及び日本弁護士連合会との三者協議会に報告された。１２月には、これまで
の実績をウェブサイトで公開した。 

 
（2）脆弱な難民申請者への支援 
 ２０１６年３月から法務省が実施している「親を伴わない年少者等に対してインタビューを行う際の立会
いの試行」にあたっては、引き続き、相談窓口を開設し、弁護士や支援団体間での必要な情報共有を行っ
た。 
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（3）三者協議会の実施 

  ２０１２年の法務省入国管理局・日弁連との覚書締結に基づき、難民問題に関する三者協議会を引き続き

開催し、協議を行った。２０１９年度中に開催された三者協議会は３回であった。 
 

（4）難民・難民申請者の緊急シェルターでの受け入れとシェルター環境の改善・整備 
  住居を必要とする難民や難民申請者、月累計３４名のシェルターでの受け入れを行った。来日したばか
りのケースや、公的なシェルターでの受け入れが難しいとされたケースなどについて、個別支援に取り組
む支援団体と連携しながら、安全な転宅が可能となるまでの支援を行った。また、個室の鍵や窓の修繕、
必要な家具・家電、掃除用品、居者のためのパソコンの整備や入れ替えなど、居住者の住環境改善と整備
にも取り組んだ。新型コロナウイルス感染拡大下においては、居住者が実践できる感染予防についての情
報提供や、消毒液やマスクの配備を行った。 
 
（5） 保護費に関する調査研究とアドボカシー  
 前年度に引き続き、難民認定申請者に対する公的生活支援スキーム（保護費）に関する諸外国の事例研究
を進めた。１０月に、韓国から弁護士とＮＧＯ職員の２名を招聘し、ＦＲＪ内部での研究会に加え、市民団
体、弁護士、国際機関等を対象にした勉強会や、保護費を所管する外務省への情報提供、国会議員との意見
交換会など、関係アクターとの情報共有に取り組んだ。例年実施している外務省との保護費に関する意見交
換会については、前年度の議論を元に、必要な情報提供を行った。２０１９年度の意見交換会は２月に予定
していたが、新型コロナウイルス感染拡大に伴い延期された。 
 
（6）難民支援者全国会議の実施 
 ２月に「国際移住と子どもの最善の利益－日本の課題とこれから」をテーマに、難民支援者全国会議を開
催した。２０１７年、国連子どもの権利委員会は、移住労働者と家族の権利委員会と合同で、国際移住の文
脈における子どもの人権についての二つの一般的意見（以下、一般的意見）を採択し、子どもの権利に関わ
る基本的原則が確認されている。会議には、首都圏、東海、関西、九州の各地から、支援団体、弁護士、研
究者、メディア関係者など約６０名が参加し、同一般的意見を踏まえながら、難民の子どもたちを含む外国
ルーツの子どもたちをめぐる日本の現状と課題を確認し、どのように協力・連携を進め、どう課題解決して
いくかについて議論・提言の共有、意見交換を行った。 
 

  （7）地方で活動する支援関係者との連携強化  
 難民や外国人支援に関わるＮＧＯや弁護士など、市民社会の地域を超えた関係強化と連携促進をはかるべ
く、ＦＲＪ加盟団体や理事、事務局から選ばれた首都圏からの代表者を東海、関西、九州地方それぞれに派
遣し、情報や意見交換に取り組んだ。首都圏からの訪問と意見交換会等の実施は、愛知県において２回、大
阪府において１回、福岡県１回、長崎県１回の計５回に及んだ。前年度に引き続き、移住労働者と共に生き
る・ネットワーク九州（以下、ネットワーク九州）が主催する、大村入国管理センター及び福岡入管局との
意見交換会にも、ＦＲＪ理事や事務局、加盟団体から計５名が出席した。 
 

   （8）ＧＣRにＧＲＦの充実に向けた取り組み 
 １１月に、Ｊ-ＦＵＮ（日本ＵＮＨＣＲ・ＮＧＯ評議会）の主催で、「ＧＣR・ＧＲＦに向けたマルチステ
ークホルダー・コンサルテーション」が都内で開催され、ＦＲＪは、ジャパン・プラットフォーム(ＪＰ
Ｆ)、ＵＮＨＣＲともに協力団体として企画・運営に参加した。同コンサルテーションは、その後１２月に
スイス・ジュネーブで開かれたＧＲＦを前に、ＧＣRが掲げる全社会的取組みの日本国内での実現に向け
た、難民保護や人道支援にかかわりのある、多様なアクターのステークホルダーとしての参加を促す意見交
換の場を目指した。当日は、政府機関、企業などの民間セクター、教育機関・研究機関、宗教関係者、民間
財団、ＮＧＯ、国際機関、そして当事者である難民が参加し、活発な話し合いが行われ、ＧＲＦでも日本政
府のステートメントの中で発表された。ＧＲＦには、官民から複数が参加している。ＦＲＪは、ＧＲＦ開催
後の２月にも、日本での難民受け入れの文脈にかかるＧＣRにＧＲＦの意義や今後の取り組みについて、関
係する国内アクターが集い、議論する場として、シンポジウム「難民に関するグローバル・コンパクトを通
じて考える、日本における難民受け入れ」を開催し、ＧＲＦに参加したＮＧＯからの報告も行った。難民当
事者、研究者、企業、メディア、国際機関、ＮＧＯなど約７０名が参加し、後半は分科会に分かれ、テーマ
ごとの議論を深めた。２０２０年度に、シンポジウム報告書の発表を予定している。 

 
（9）「難民認定申請者無料歯科治療プログラム」への協力 
 鶴見大学が難民認定申請者のために実施している無料歯科治療プログラムへ引き続き全面的に協力し、関
係者間での情報共有を実施した。 

 
（10）国際社会との連携   
７月に、ＦＲＪ加盟団体がスイス・ジュネーブで開催されたＵＮＨＣＲ主催の国際会合ＮＧＯコンサルテー
ションおよび第三国定住に関するＵＮＨＣＲ・政府・ＮＧＯによる三者協議会に参加した。ＦＲＪは、７月
のＡＴＣＲや、２月に英国で開かれた作業部会におけるＮＧＯ日本代表の選出にかかる調整役を担い、同会
議に関する支援団体への情報共有、支援団体向けに参加者報告会の開催等を実施した。また、アジア太平洋
難民の権利ネットワーク（ＡＰＲＲＮ）の東アジア部会への参加を継続し、難民法の制定に向けて取り組む
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台湾の政府関係者や研究者等への情報提供にも取り組んだ。 
 

（11）加盟団体への情報提供 
定期的に開催される理事会、運営委員会、その他の会議体、およびメーリングリストを通じて、難民支援に
かかわる各種情報の共有を行った。運営委員会は全４回、理事会は全５回開催した。 
 
 (12) 組織診断事業の実施    
前年度からの継続事業として、Panasonic ＮＰＯのサポートファンドから支援を受け、組織の状況をより客
観的に分析できるよう、第三者コンサルタントを交えての組織診断に取り組んだ。ＦＲＪの内部（加盟団体
や役員）および外部へ、ＦＲＪの今後活動展開に関わるヒアリングを行ったほか、組織マネジメントに関す
る診断を実施した。また、ＦＲＪ内部を対象に、勉強会とヒアリング結果を踏まえたワークショップを実施
し、勉強会では、諸外国のネットワークＮＧＯの活動事例として、Refugee Council of Australiaでの事務
局員の実地研修の報告が行われた。本事業から見えた診断結果をもとに、２０１９年度後半は活動指針等の
明文化作業に取り組んだ。それ以外の、組織基盤にかかる課題についても、２０２０年度以降の取り組みを
予定している。 

 
２ 事業の実施に関する事項 
 
（１） 特定非営利活動に係る事業                                  （事業費の総費用６,３７０千円） 
 
定款に記
載 

された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費
（千円） 

「個々の庇
護希望者及
び難民への
支援を行うN
GOに対する
情報提供等
による支援
事業」（定款
5条（1）に
掲 げ る 活
動） 
 

ＦＲＪ加盟団体への難民

支援に関わる国内外の情

報の提供 

 
 

２ ０ １
９ 年 ４
月 １ 日
～ ２ ０
２ ０ 年
３ 月 ３
１日 

全国 ＦＲＪ 
会員 

１９団体 

在日難民お
よび難民申
請者 

３万人 以
上 

８９０千
円 

「 個 々の庇
護希望者及
び難民及び
関係者への
情報提供、
法的および
生活上の相
談提供等に
よる支援事
業」 （定款 5
条（ 2 ）に掲
げる活動） 

① ＦＲＪ加盟団体を通
じて実施される直接

支援にかかる連携・協

力の促進と、サービス

の適正化、迅速化を

図る上での調整 
② 法務省・日弁連との
三者連携による収容

代替措置プロジェクト

の実施（住居及びケ

ースワークの提供） 
③ 住居支援を必要とす
る難民・難民申請者

のための緊急シェル

ターでの受け入れとシ

ェルター環境の改善・

整備 
④ 脆弱性のある難民申
請者の支援 

⑤ 鶴見大学の「難民認

定申請者無料歯科治

療プログラム」への

２ ０ １
９ 年 ４
月 １ 日
～ ２ ０
２ ０ 年
３ 月 ３
１日 

全国 ＦＲＪ 
会員 

１９団体 

在日難民お
よび難民申
請者 

３万人 以
上 

２,７４７
千円 
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協力 
 

 

「 庇護希望
者及び難民
支援に関す
る関係機関
との情報交
換、協議、難
民保護に対
する調査研
究等を通じ
た協働事業」
（ 定 款 5 条
（4）に掲げる
活動） 

① 法務省及び日本弁護
士連合会との三者協

議会の開催 
② 保護費に関する調査

研究及び外務省への

情報提供、意見交換 
③ 難民支援者全国会議
の開催 

④ 首都圏外で活動する

支援関係者との連携

強化 
⑤ ＧＣR にＧＲＦにか

かる関係者の意見交

換の促進（マルチ・

ステークホルダー・

コンサルテーション

及びシンポジウムの

開催） 
⑥ 海外ＮＧＯ等との連

携（難民の第三国定

住に関する三者協議

（ＡＴＣＲ）及びワ

ーキンググループの

日本代表枠の調整、

アジア太平洋難民の

権利ネットワーク

（ＡＰＲＲＮ）会合

への参加） 

２０１９
年４月１
日～２０
２０年３
月３１日 

全国 ＦＲＪ 
会員 

１９団体 

在日難民お
よび難民申
請者 

３万人 以
上 

１,８４３
千円 

「 難民問題
に関するホ
ームページ、
機関紙の発
行、講演会、
報告会、イベ
ント等による
普及 ・啓発
事業」（定款
5条（5）に掲
げる活動） 

難民に対する理解や、政

策の動き、市民社会の活

動等への周知をはかるた

めのオンラインでの情報発

信 
 

２０１９
年４月１
日～２０
２０年３
月３１日 

全国 ＦＲＪ 
会員 

１９団体 

難民および
難民申請者 

３万人 以
上 

８９０千
円 

 
（２） その他の事業 
 該当なし 

  

 


